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連結注記表 

（１） 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

 １. 連結計算書類の作成基準 

当社及びその子会社（以下「当社グループ」という。）の連結計算書類は、前連結会計年度より会社計算規則第120条

第１項に基づき、国際会計基準（以下「IFRS」という。）に準拠して作成しております。なお、本連結計算書類は同項後

段の定めにより、IFRSで求められる開示事項の一部を省略しております。 

 
 ２. 連結の範囲に関する事項 

① 連結子会社の状況 

・連結子会社の数 22社 

・連結子会社の名称 レカムジャパン株式会社 

オーパス株式会社 

レカムビジネスソリューションズ（大連）株式有限公司 

レカムビジネスソリューションズ（長春）有限公司 

レカムビジネスソリューションズ（上海）有限公司  

レカム騰遠ビジネスソリューションズ（大連）有限公司 

レカムＢＰＯ株式会社 

ミャンマーレカム株式会社 

ヴィーナステックジャパン株式会社 

レカムＩＥパートナー株式会社 

ベトナムレカム有限会社 

レカムビジネスソリューションズ（マレーシア）株式会社 

レカムビジネスソリューションズ（ミャンマー）株式会社 

レカムビジネスソリューションズ（インディア）株式会社 

レカムＤＸソリューションズ株式会社 

レカムビジネスソリューションズ（タイ）株式会社 

レカムビジネスソリューションズ（アジア）株式会社 

FTGroup(PHILIPPINES),Inc. 

FTGroup(Philippines)Trading,Inc. 

レカムビジネスソリューションズ（インドネシア）株式会社 

Sin Lian Wah Lighting Sdn .Bhd. 

Sin Lian Wah Electric Sdn. Bhd. 

② 非連結子会社の状況 

 株式会社サンリノベル 

 

 ３. 持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社の状況 

・持分法適用会社の数 2社 

・持分法適用会社の名称 Greentech International Pte. Ltd. 

                 Intelligence Indeed Recomm 株式会社 

 ４. 連結の範囲又は持分法の適用の変更に関する事項 

① 連結の範囲の変更 

増加：１社（株式取得による増加） 

減少：１社（範囲除外による減少） 

② 持分法の適用の範囲の変更 

増加：１社（株式取得等による増加） 

減少：―社 

 

 ５. 会計方針に関する事項 

① 外貨換算 

a.機能通貨及び表示通貨 

当社グループの連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円で表示しております。また、グループ会社は、それぞ

れ機能通貨を決定し、各社の取引はその機能通貨により測定しております。 

b.外貨建取引 

外貨建取引は、取引日における直物為替レートにより機能通貨に換算しております。期末日における外貨建貨幣性項

目は決算日レートを用いて機能通貨に換算し、外貨建非貨幣性項目は取得原価で測定されているものは取引日の為替レ

ート、公正価値で測定されているものは、公正価値が測定された日の為替レートを用いて換算しております。 

 

 

 



② 金融商品に関する事項 

    a.金融資産 

    (ⅰ)当初認識及び測定 

当社グループは、金融資産について、純損益又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産又は償却原

価で測定する金融資産に分類しております。 

当社グループは、金融資産に関する契約の当事者となった取引日に当該金融資産を認識しております。 

全ての金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定される区分に分類される場合を除き、公正価値に取引費用を加算

した金額で当初測定しております。また、重大な金融要素を含まない営業債権は、取引価格で当初測定しております。 

金融資産は以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産に分類しております。 

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデルに基づいて、金融

資産が保有されている。 

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが特定の日に生

じる。 

償却原価で測定する金融資産以外の金融資産は、公正価値で測定する金融資産に分類しております。 

公正価値で測定する資本性金融商品については、当初認識時において個々の資本性金融商品ごとに、その他の包括利

益を通じて公正価値で測定する金融資産に取消不能の指定をしております。 

 

(ⅱ)事後測定 

金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて次のとおり測定しております。 

(a) 償却原価で測定する金融資産 

償却原価で測定する金融資産については実効金利法による償却原価により測定しております。 

(b) 公正価値で測定する金融資産 

公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動額は純損益として認識しております。 

但し、資本性金融商品のうち、その他の包括利益を通じて公正価値で測定すると指定したものについては、公正価値

の変動額はその他の包括利益として認識し、その累計額はその他の資本の構成要素に認識後、直ちに利益剰余金に振り

替えております。なお、当該金融資産からの配当金については、金融収益の一部として当期の純損益として認識してお

ります。 

 

(ⅲ) 認識の中止 

当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅する、又は当社グループが金融資

産の所有のリスクと経済価値の殆ど全てを移転する場合において、金融資産の認識を中止しております。当社グループ

が、移転した当該金融資産に対する支配を継続している場合には、継続的関与を有している範囲において、資産と関連

する負債を認識しております。 

 

(ⅳ) 減損 

償却原価で測定する金融資産については、予想信用損失に基づき、引当金を認識しております。 

当社グループは、四半期ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著しく増加しているかどうかを評価

しており、当初認識時点から使用リスクが著しく増加していない場合には、12ヶ月の予想信用損失を引当金として認識

しております。一方で、当初認識時点から信用リスクが著しく増加している場合には、全期間の予想信用損失と等しい

金額を引当金として認識しております。但し、重大な金融要素を含んでいない営業債権については、単純化したアプロ

ーチにより引当金を測定しております。 

予想信用損失は、契約に従って当社グループに支払われるべき全ての契約上のキャッシュ・フローと、当社グループ

が受け取ると見込んでいる全てのキャッシュ・フローとの差額の現在価値として測定しております。なお、当社グルー

プは金融資産の全体又は一部分を回収するという合理的な予想を有していない場合は、金融資産の総額での帳簿価額を

直接減額で認識しております。 

金融資産に係る貸倒引当金の繰入額は、純損益で認識しております。貸倒引当金を減額する事象が生じた場合は、貸

倒引当金の戻入額を純損益で認識しております。 

 

b.金融負債 

(ⅰ)当初認識及び測定 

当社グループは、金融負債について、償却原価で測定する金融負債に分類しております。この分類は、当初認識時に

決定しております。 

当社グループは、発行した負債証券を、その発行日に当初認識しております。また、当該負債証券以外のその他の金

融負債は、全て、当該金融商品の契約の当事者になる取引日に当初認識しております。 

なお、償却原価で測定する金融負債については、直接帰属する取引費用を控除した金額で測定しております。 

 

(ⅱ)事後測定 

償却原価で測定する金融負債については、当初認識後実効金利法による償却原価で測定しております。 

実効金利法による償却及び認識が中止された場合の利得及び損失については、金融費用又は金融収益として認識して

おります。 

  



(ⅲ)認識の中止 

当社グループは、金融負債が消滅したとき、即ち、契約中の特定された債務が免責、取消し、又は、失効となったと

きに、金融負債の認識を中止しております。 

 

③ 棚卸資産 

棚卸資産は、原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定しております。棚卸資産は、主に商品から構成され、

原価は、購入原価及び現在の場所及び状態に至るまでに発生したその他の全ての原価を含めております。原価は、主と

して移動平均法を用いて算定しております。 

正味実現可能価額は、通常の事業の過程における見積販売価格から、完成までに要する見積原価及び販売に要する見

積費用を控除して算定しております。 

 

    ④ 有形固定資産、無形資産及び使用権資産 

    a.有形固定資産 

有形固定資産は、当初認識時に取得原価で測定し、各構成要素の耐用年数にわたって、主として定額法により減価償

却しています。償却方法、耐用年数及び残存価額は各年度末に見直し、変更がある場合は、会計上の見積りを変更して

おります。 

 

b.のれん 

のれんは、移転した対価と被取得企業の非支配持分の金額並びに取得企業が以前に所有していた被取得企業の資本持

分の公正価値の合計金額が、支配獲得日における識別可能な資産及び負債の正味価額を上回る場合にその超過額として

測定しております。 

 

c.無形資産 

無形資産の測定には原価モデルを採用し、耐用年数を確定できる無形資産の償却費は、耐用年数にわたって、定額法

にしております。耐用年数及び残存価額は各年度末に見直し、変更がある場合は、会計上の見積りの変更としておりま

す。 

(ⅰ)ソフトウェア 

当社グループは、自社利用ソフトウェアの取得に際し発生した一定の原価を資産計上しており、耐用年数にわたっ

て、定額法により償却を行っております。 

 

(ⅱ)顧客関連資産 

当社グループは、企業結合により取得した無形資産は、当初認識時にのれんとは区分して認識し、支配獲得日の公

正価値で測定しており、耐用年数にわたって、定額法により償却を行っております。 

 

d.使用権資産 

（借手側） 

契約がリースであるか否か、又は契約にリースが含まれているか否かについては、法的にはリースの形態を取らない

ものであっても、契約の実質に基づき判断しております。 

使用権資産については、リース負債の当初測定額に当初直接コスト、前払リース料等を調整し、リース契約に基づき

要求される原状回復義務等のコストを加えた額で当初測定しております。使用権資産は、資産の耐用年数又はリース期

間のうちいずれか短い期間にわたり規則的に、減価償却を行っております。 

リース期間が12ヶ月以内に終了するリース及び原資産が少額であるリースについて、当該リースに関連したリース料

を、リース期間にわたり定額法又は他の規則的な基礎のいずれかにより費用として認識しております。 

 

e.非金融資産の減損 

当社グループは、期末日ごとに、有形固定資産、使用権資産及び無形固定資産が減損している可能性を示す兆候の

有無を判断しております。 

減損の兆候がある場合には、回収可能価額の見積りを実施しておりますが、個々の資産の回収可能価額を見積もるこ

とができない場合は、その資産の属する資金生成単位の回収可能価額見積もっております。 

資金生成単位は、他の資産又は資産グループから概ね独立したキャッシュ・イン・フローを生み出す最小単位の資産グ

ループとしております。 

回収可能価額は、処分コスト控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方で算定しております。使用価値は見積将

来キャッシュ・フローを貨幣の時間価値及びその資産の固有のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割

り引いて算定しております。 

資産又は資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損

損失は純損益で認識しております。 

なお、期末において見積りの結果、回収可能価額が資産又は資金生成単位の帳簿価額を上回る場合には、回収可能価

額と過年度に減損損失が認識されていなかった場合の償却又は減価償却控除後の帳簿価額とのいずれか低い方を上限

として、減損損失の戻入れを実施しております。 

のれんは、企業結合のシナジーから便益を享受できると期待される資金生成単位又は資金生成単位グループに配分し、



減損の兆候がある場合、及び減損の兆候の有無に関わらず各年度の一定時期に、減損テストを実施しております。減損

テストにおいて資金生成単位又は資金生成単位グループの回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、減損損失は資金

生成単位又は資金生成単位グループに配分されたのれんの帳簿価格から減額し、次に資金生成単位又は資金生成単位グ

ループにおけるその他の資産の帳簿価額の比例割合に応じて各資産の帳簿価額から減額しております。 

のれんの減損損失は純損益に認識し、その後の期間の戻入れは行っておりません。 

 

⑤ 引当金の計上基準 

引当金は、当社グループが過去の事象の結果として、現在の法的債務又は推定的債務を負い、当該債務を決済するた

めに経済的資源の流出が生じる可能性が高く、かつ、その債務の金額について信頼性のある見積りが可能な場合に認識

しております。 

引当金は、貨幣の時間的価値が重要な場合には、期末日における将来キャッシュ・フローを貨幣の時間価値及びその

負債に固有のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り引いて測定しております。 

当社グループは引当金として、資産除去債務を認識しております。 

 

⑥ 従業員給付 

短期従業員給付は、割引計算を行わず、関連するサービスが提供された時点で費用として認識しております。 

賞与及び有給休暇費用は、従業員から過年度及び当連結会計年度に提供されたサービスの対価として支払うべき現

在の法的もしくは推定的な債務を負っており、信頼性のある見積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて支払われ

ると見積られる金額を負債として認識しております。 

 

⑦ 収益認識 

当社グループは、顧客との契約から生じる収益について、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識してお

ります。 

ステップ１：顧客との契約を識別する。 

ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

ステップ３：取引価格を算定する。 

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。 

ステップ５：履行義務を充足した時点で(又は充足するに応じて)収益を認識する。 

 

  

 

(２) 連結財政状態計算書に関する注記 

  １．担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産 

定期預金 60,000千円 

有形固定資産（減価償却累計額控除後） 173,551千円 

  これらは、短期債務、取引保証に係る担保差入資産です。 

 

② 担保に係る債務 

該当事項はありません。 

 

  ２．資産から直接控除した貸倒引当金 

営業債権及びその他の債権  38,987千円 

有価証券及びその他の金融資産(非流動)  23,328千円 

 

  ３．資産に係る減価償却累計額及び減損損失累計額 

有形固定資産  328,956千円 

使用権資産  293,752千円 

のれん  1,707,146千円 

無形資産  326,786千円 

 

  ４．保証債務 

スタンドバイ信用状に係る債務保証を次のとおりに行っております。 

Sin Lian Wah Lighting Sdn. Bhd. 外貨 8,887千MYR 283,340千円 

 

  



(３) 連結株主資本等変動計算書に関する注記 
 １． 発行済株式の総数に関する事項 

普通株式  82,630,255株 

  

 ２．剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

 2022年12月22日開催の定時株主総会における決議 

株式の種類 普通株式 

配当金の総額 81,219千円 

1株当たり配当額 １円00銭 

基準日 2022年９月30日 

効力発生日 2022年12月23日 

 

 

②  基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの 

 2023年12月26日開催の定時株主総会における決議 

株式の種類 普通株式 

配当金の総額 129,951千円 

1株当たり配当額 １円60銭 

基準日 2023年９月30日 

効力発生日 2023年12月27日 

 

 

３．当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項 

該当はありません。 

 

 

（４）金融商品に関する注記 

金融商品の状況に関する事項 

① 財務上のリスク管理 

当社グループは、事業活動を遂行する過程において、様々な財務上のリスク(信用リスク、市場リスク及び流動性リ

スク)に晒されております。そのため、社内管理規程等に基づき、定期的に財務上のリスクのモニタリングを行い、リ

スクを回避又は低減するための対応を必要に応じて実施しております。 

なお、当社グループでは、デリバティブ取引は行っておりません。 

 

② 信用リスク管理 

当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、各子会社における営業部門が主要な取引先の状況を定

期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早

期把握や軽減を図っております。移行日及び各連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される

金融資産の減損後の帳簿価額により表されております。 

当社グループでは、営業債権及びその他の債権、有価証券及びその他の金融資産に区分して貸倒引当金を算定して

おります。 

営業債権及びその他の債権における貸倒引当金は、全期間の予想信用損失を集合的に測定しており、過去の信用損

失の実績率に将来の経済状況等の予測を加味した引当率を乗じて算定しておりますが、当社グループが受け取ると見

込んでいる全てのキャッシュ・フローに不利な影響を与える以下のような事象等が発生した場合は、信用減損してい

る金融資産として個別債権ごとに予想信用損失を測定しております。 

・取引先の深刻な財政困難 

・債権の回収や、再三の督促に対しての回収遅延 

・取引先が破産やその他財政再建が必要な状態に陥る可能性の増加 

有価証券及びその他の金融資産については、原則的なアプローチに基づき、信用リスクが著しく増加していると判

定されていない債権については、同種の資産の過去の信用損失の実績率に将来の経済状況等の予測を加味した引当率

を帳簿価額に乗じて予想信用損失を算定しております。信用リスクが著しく増加していると判定された資産及び信用

減損金融資産については、見積将来キャッシュ・フローを当該資産の当初の実効金利で割り引いた現在価値の額と、

帳簿価額との間の差額をもって予想信用損失を算定しております 

 

③ 流動性リスク管理 

当社グループは、支払債務の履行が困難になる流動性リスクに晒されておりますが、当該リスクに関し、当社グル

ープでは、各部署からの報告に基づき経理部門が適時に資金繰計画を作成・更新することなどにより、流動性リスク

を管理しております。 

 



④ 市場リスク管理 
当社グループの活動は、主に経済環境・金融市場環境の変動リスクに晒されております。経済環境・金融市場環境

の変動リスクとして、具体的には、為替変動リスク、金利変動リスク及び資本性金融商品の価格変動リスクがありま

す。 

 

⑤ 為替リスク 

為替変動リスクは、当社グループ各社が機能通貨以外の通貨により取引を行うことから生じます。また、外貨建で

取引されている製品の価格及び売上収益等にも影響を与える可能性があります。 

 

⑥ 金利リスク 

当社グループは、運転資金及び設備投資資金の調達において金利変動リスクのある金融商品を利用しております。 

当社グループは、主として固定金利と変動金利の借入金の適切な組み合わせを維持することにより、リスクの軽減

を図っております。 

 

⑦ 株価変動リスク 

資本性金融商品の価格変動リスクは、主として当社グループが業務上の関係を有する企業の資本性金融商品(株 

式)を保有していることにより生じます。 

当社グループは、この価格変動リスクを管理するために、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、必要に 

より保有の見直しを図っております。 

 

 

(５)  収益認識に関する注記 

 １． 収益の分解 

当社グループは、「国内ソリューション事業」、「海外ソリューション事業」及び「ＢＰＲ事業」の３つを報告セグメ

ントとしております。 

また、売上収益は顧客の所在地を基礎とし、地域別に分解しております。これらに分解した売上収益と各報告セグメ

ントの売上収益との関係は、以下のとおりです。 

 

当連結会計年度（自 2022年10月１日 至 2023年9月30日） 

 （単位：千円） 

外部顧客への売上収益 
地域 

日本 アジア 合計 

国内ソリューション事業 4,314,085 ― 4,314,085 

海外ソリューション事業 ― 4,633,534 4,633,534 

ＢＰＲ事業 473,099 89,677 562,776 

合計 4,787,185 4,723,211 9,510,397 

顧客との契約から認識した収益 4,787,185 4,723,211 9,510,397 

 

当社グループの事業は、国内ソリューション事業、海外ソリューション事業、ＢＰＲ事業から構成されており、各事業 

において、商品販売及び役務の提供を行っております。 

売上収益は、顧客との契約において約束された対価としております。 

 

国内ソリューション事業では、ＲeＳＰＲ（レスパー）、ＬＥＤ照明等のエコ商材、ビジネスホン、デジタル複合機(複 

写機、プリンター、イメージスキャナ、ファクシミリなどの機能が一体となった複合機)、その他ＯＡ機器等の情報通信機

器の直営店、フランチャイズ加盟店、代理店のチャネルでの販売、これに付帯する設置工事、保守サービスを提供してお

ります。 

当社は、デジタル複合機、ビジネスホン等の機器の販売に際し、顧客に対して機器の販売とその後の保守サービスの提

供が一つの契約に含まれる複合取引を行っております。 

当該複合取引について、当社は、顧客がその財又はサービスからの便益をそれ単独で又は顧客にとって容易に利用可能

な他の資源と組み合わせて得ることができ(即ち、当該財又はサービスが別個のものとなり得る)、かつ、財又はサービス

を顧客に移転するという企業の約束が契約の中の他の約束と区分して識別可能である(即ち、当該財又はサービスが契約

の観点において別個のものである)と判断しているため、機器の販売と保守サービスの提供は、別個の履行義務として識

別しております。 

顧客との間で締結された取引価格をそれぞれの履行義務に配分するため、契約におけるそれぞれの履行義務の基礎とな

る独立販売価格を算定し、取引価格を当該独立販売価格に比例して配分しております。その独立販売価格は、それぞれの

履行義務についての予想コストとマージンの見積に基づき算定しております。 

ＲeＳＰＲ（レスパー）、ＬＥＤ照明等の販売については、これらの機器が設置され、顧客の受け入れが得られた時点に

おいて、顧客に商品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が移転し、履行義務が充足されると判断していることから、



その時点で収益を認識しております。 

情報通信機器の販売については、機器が設置され、顧客の受け入れが得られた時点において、顧客に商品の所有に伴う

重大なリスク及び経済価値が移転し、履行義務が充足されると判断していることから、その時点で収益を認識しておりま

す。 

他方、保守サービスについては、当社は、これらの機器を常時利用可能な状態にすることが顧客との契約に基づいた履

行義務であると判断しており、従って、これらの収益は、関連する履行義務を充足するにつれて一定期間にわたり均等に

収益を認識しております。 

海外ソリューション事業では、中国、インド及びＡＳＥＡＮ地域において、ＲeＳＰＲ（レスパー）、ＬＥＤ照明や業務

用エアコン等のエコ商材、情報通信機器を販売しております。 

ＲeＳＰＲ（レスパー）、エコ商材、情報通信機器の販売については、これらの機器が設置され、顧客の受け入れが得ら

れた時点において、顧客に商品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が移転し、履行義務が充足されると判断している

ことから、その時点で収益を認識しております。 

ＢＰＲ事業では、主として、顧客から管理業務等を受託し、中国やミャンマー等にて受託業務を実施しております。 

ＢＰＲサービス契約は、データ入力業務、直接部門、間接部門系業務、インターネット関連業務など様々な業務の受託

サービスの提供業務であり、いずれも履行義務が時の経過につれて充足されるため、顧客との契約に係る取引額を契約期

間にわたり均等に収益認識しております。 

これらの事業から生じる売上収益に含まれる変動対価等の金額に重要性はありません。また、取引の対価の金額には、

重要な金融要素は含まれておりません。 

 

 ２． 契約残高 

顧客との契約から生じた契約残高は、次のとおりです。 

 

当連結会計年度（2023年9月30日）残高 

（単位：千円） 

 2023年9月30日 

顧客との契約から生じた債権 

 売掛金 

 

2,597,734 

顧客との契約から生じた債務 

 契約負債 

 

339,851 

(注) 契約負債は、主として、国内ソリューション事業、海外ソリューション事業における顧客からの前受金に関連す   

るものです。 

   当連結会計年度に認識した収益のうち、2022年10月１日現在の契約負債残高に含まれていたものは、279,819千円です。 

   また、当連結会計年度において、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務からの認識した収益の金額に

重要性はありません。 

 

 ３． 残存履行義務に配分した取引価格 

個別の契約期間が１年を超える契約における、未充足の履行義務に配分した取引価格は前連結会計年度末と当連結会計

年度末において、それぞれ 59,125千円及び 63,914千円であります。 

当該取引価格は、主に顧客に販売されるデジタル複合機の保守サービス契約に係るものであります。また、当該取引価

格が収益として認識されると見込まれる期間は、概ね5年以内です。 

なお、実務上の便法を適用しており、個別の契約期間が1年に満たない契約においては開示を省略しております。 

 

 

 

(６) １株当たり情報に関する注記 

 １．１株当たり親会社所有者帰属持分 57円75銭 

 ２．基本的１株当たり当期利益 3円87銭 

 

 

(７) 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 



 

個別注記表 

(１) 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．重要な資産の評価基準および評価方法 

① その他有価証券 

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

② 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 
 

２．固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 （リース資産を除く） 

 

定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
 イ 建物及び構築物  ３年～15年 
 ロ 工具器具備品   ３年～８年 

 
② 無形固定資産 
 （リース資産を除く） 

・自社利用のソフトウェア 
社内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

 
③ リース資産 

・所有権移転外ファイナンス・ 

リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっており

ます。 
 

 
３．重要な引当金の計上基準 

イ.貸倒引当金 

 

 

 

売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

ロ.賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に備えるため、当期に負担すべき支給見込額を 

計上しております。 
 

   ４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

・グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用しております。 

 

(２) 会計上の見積りに関する注記 

１．関係会社株式の評価 

関係会社株式 6,485,501千円 

関係会社株式評価損 134,249千円 

 

2．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

関係会社株式は移動平均法による原価法を採用し、取得原価をもって計上しております。 

取得原価には株式取得時の事業計画等に基づく超過収益力を反映しております。そのため、経営環境の著しい変化や収益

状況の悪化等により、評価の前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、評価損が計上される可能性があります。 

 

(３) 貸借対照表に関する注記 

 １．担保に供している資産 

レカムジャパン株式会社の取引保証として担保に供している資産は次のとおりです。 

定期預金 60,000千円 

２．有形固定資産の減価償却累計額 42,100千円 
 

３．保証債務 

スタンドバイ信用状に係る債務保証を次のとおりに行っております。 

Sin Lian Wah Lighting Sdn. Bhd. 外貨 8,887千MYR 283,340千円 

４．関係会社に対する金銭債権債務は次のとおりであります。 

短期金銭債権 

長期金銭債権 

短期金銭債務 

995,556千円 

100,966千円 

351,314千円 

５．偶発債務 

2017年2月1日付けの会社分割により、レカムジャパン株式会社が継承した債務につき、重畳的債務引受けを行って

おります。 

会社名 期末残高 内容 

レカムジャパン株式会社 29,997千円 重畳的債務引受け 



 

 

 

(４) 損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

(１) 営業取引による取引高 

 

  （２） 営業取引以外の取引高 

営業取引以外の取引（収入分）  25,831千円 

営業取引以外の取引（費用分）  1,722千円 

 

  ２．投資有価証券売却益 

株式会社グランデータの株式売却によるものです。 

３．関係会社株式評価損 

      RECOMM BUSINESS SOLUTIONS INDIA PRIVATE LIMITEDおよびRECOMM BUSINESS SOLUTIONS 

MYANMAR COMPANY LIMITEDの株式減損処理によるものです。 

 

(５) 株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の数に関する事項 
 

株式の種類 
当事業年度期首の 

株式数 

当事業年度増加 

株式数 

当事業年度減少 

株式数 

当事業年度末の   

株式数 

普通株式 1,410,600株 ―株 ―株 1,410,600株 

  

 

(６) 税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

未払事業税 4,224千円 

貸倒引当金 43,442千円 

賞与引当金 1,531千円 

敷金（資産除去債務） 1,185千円 

減価償却超過額 17千円 

関係会社株式評価損 195,710千円 

繰越欠損金 45,437千円 

繰延税金資産小計 291,548千円 

 評価性引当額 ▲227,972千円 

繰延税金資産合計 63,576千円 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 ▲1,502千円 

繰延税金負債合計 ▲1,502千円 

繰延税金資産の純額 62,073千円 

 

（注） 当社は当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税 

効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報 

告第42号2021年8月12日。以下「実務対応報告第42号」という。）を適用しております。また、実務対応報告第42号第32項（1）に 

基づき、実務対応報告第4号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとしております。  

 

 

 

 

 

① 営業収益     474,963千円 

② 営業費用 46,731千円 



 

 

 

(７) 関連当事者との取引に関する注記 

会社等 

（注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておりません。 

2. 取引条件および取引条件の決定方針等は、当事者間の合意に基づく取引条件で行っております。 

3. 会社分割により、重畳的債務引受を行っております。 

4. スタンドバイ信用状に対して債務保証を行ったものであり、保証料は受領しておりません。 

属性 会社等の名称 

資本金又は

出資金 

(千円) 

事業の内容又

は職業 

議決権等

の所有

(被所有)

割合(%) 

関係内容 
取引の 

内 容 

取引金額 

(千円) 

(注1) 

科目 
期末残高 

(千円) 役員の

兼任等 

事業上

の関係 

子会社 レカムジャパン㈱ 100,000 
国内ソリュー

ション事業 

直接
100.0 

兼任 

5名 

業務 

受託 

経営指導料他

(注2) 
189,271 － － 

重畳的債務引

受等(注3) 
29,997 － － 

子会社 
レカムＩＥ 

パートナー㈱ 
10,000 

国内ソリュー

ション事業 

直接
51.0 

兼任 

2名 

業務 

受託 

貸付の返済 100,000 
短期 

貸付金 
100,000 

貸付の利息 4,399 - - 

子会社 
ヴィーナステック

ジャパン㈱ 
9,000 

国内ソリュー

ション事業 

直接
51.0 

兼任 

1名 

業務 

受託 

資金の貸付 100,000 
短期 

貸付金 
100,000 

貸付の利息 2.274 － － 

子会社 
レカムDXソリュー

ションズ㈱ 
48,000 

国内ソリュー

ション事業 

直接
100.0 

- 
業務 

受託 

資金の借入 175,070 
短期 

借入金 
175,070 

借入の利息 1,600 

子会社 

レカムビジネスソ

リューションズ(タ

イ)㈱ 

35,177 
海外ソリュー

ション事業 

直接
49.90 

兼任 

4名 

業務 

受託 

資金の借入 148,000 
短期 

借入金 
148,000 

借入の利息 121 

子会社 ベトナムレカム㈲ 49,965 
海外ソリュー

ション事業 

直接
100.0 

兼任 

1名 

業務 

受託 

資金の貸付 250,000 
短期 

貸付金 
250,000 

貸付の返済 350,000 

貸付の利息 8,783 － － 

子会社 

レカムビジネス 

ソリューションズ

（マレーシア）㈱ 

28,910 
海外ソリュー

ション事業 

直接
100.0 

兼任 

2名 

業務 

受託 

資金の貸付 102,973 
短期 

貸付金 
102,973 

貸付の返済 102,973 

貸付の利息 3,923 － － 

子会社 

レカムビジネス 

ソリューションズ

（インディア）㈱. 

103,887 
海外ソリュー

ション事業 

直接
90.0 
間接 
10.0 

兼任 

1名 

業務 

受託 

貸付の返済 7,910 
長期 

貸付金 
100,966 

貸付の利息 6,451 － － 

立替経費 － 立替金 96,118 

子会社 

Sin Lian Wah 

Lighting Sdn. 

Bhd. 

34,949 
海外ソリュー

ション事業 

直接
100.0 

兼任 

2名 

業務 

受託 

債務保証 

(注4) 
43,994 － － 



 

(８) １株当たり情報に関する注記 

 １．１株当たり純資産額 65円03銭 

 ２．１株当たり当期純利益 △2円46銭 

 
 

(９) 重要な後発事象に関する注記 
 該当事項はありません。 

 


